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1.は じめ に
今 日 「南北問題」 といわれているものには,南 北間の所得格差,途 上国の工




南北間の所得格差を考察す るにあた ってひ とが まず頭に うかべ るのは,途 上
国の都市 お よびその周辺 に蝟集す る貧困層,す なわち失業者や いわゆるイ ソフ
ォーマル ・セ クターでの就業者たち,の 姿 であろ う。一般の旅行者がは じめて
途L国 をお とずれて 「南の貧 困」を実感す るの もこ うい うひ とび とを 目撃す る
ときである。
だが この種 の貧困はイギ リスに発生 した機械制大工業経済が経過的に もつ…
般的 な属性 ともいえ るものであ って,か つてK.ポ ラニーが 「貧困の重大性が
認識 された とき,19世紀 の舞 台が しつ らえ られた。転換期 はほぼ1780年あた り
であ った。貧 困救済 はア ダム ・ス ミスの偉大 な著書(1776)においては,ま だ
ま った く問題に され なか ったが,そ のわずか10年後には タウンゼ ン トの 『救貧
法論』(1786)におい て主要問題 として と りあげ られ,そ の後1世 紀半 にわ た
って人 々の心を支配 してや まなか った」[1]と のべ た よ うに,資 本主義経済
は まさに さまざまな形態の貧困を うみ だ して,そ れが また経 済学 の重要 な関心
対象のひ とつを しめて きたのであ った。 と りわけ 日本 などの後進資本主義国の
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経済学者に とっては・それはむ しろ主要課題のひ とつで さえあ ・.たのであ る。
勿論今 日の途上国にみ られ るこの種 の貧困には現代世界経済に固有 の諸特性が
同時的に反映 され ているか ら,そ れが過去の現象の単純 な繰 り返 しであ るとは
いえないが,経 済学 に とって原理的にあた ら しい問題 をふ くんでいる とはただ
ちにはいいがたい。経 済学に とって南北問題な どとい うものは存在 しない,と
ひ とがい うとき,か れは この種の貧困を念頭 においてい るのであ って,実 は南
北問題 と して取 り扱われ るべ ぎ貧困は これ とは別種の貧困なのである。
南北問題の___.として取 り扱われ るべ き国際比較上 の貧困 をか んがえ る場 合
には,貨 幣経 済の進展に ともな う貧困 一般 を念頭 にお くのではな くてr当 然,
現実 に途上国の経 済の基幹部分をにな っている生産的活動者層の,先 進国のお
な じような層 と比較 しての,貧 困を対象 と しなければ ならない。 そ してその場
合にはx問 題はそれほ ど単純 ではな くな って くる。
た とえば途L国 般 の農民,労 働 者,サ ラ リーマ ソの生活をみ る と,か れ ら
は別段み じめで悲惨な生活 を しているわけではな く,む しろ生活 の伝統的 な 多
彩 さと余裕 とを もったそ の衣食住 の条件 は意外にゆたかである ことをおお くの
観察者 はみ とめて いる(た とえば 「2])。R.G.ウィルキ ン ソソは 「西欧 人の
目には 丁 化以前のあ らゆ る社会は貧 しくみえるだ ろ うが,生 態 系の均衡が 充
分に維持 され ている状態 で生活 している社 会では,症 観的には貧困を実在す る
もの と感 じていないだろ うとい うことも明 らかであ る」「3]と のべ てい るが,
そ してf19世紀以後資 本主義 的世界経 済にま きこまれ て きた途上国がrr業 化
以前」の 「生態 系の均衡が充分に維持 されてい る状態」にあ るな どとい うこと
は全然あ りえ ない ことなのではあ るが,か れ のい うようにx非 ヨーロ ・ソバ人の
おお くのひ とが 「主観的 には貧困を実在す るもの と感 じていない」 ことは事実
とい って よく,実 際 か{に は飢餓 もな く,寒 さもな く,都 市 スラ!、にみ ら
れ る ような非衛生す らない とい って よい。そのかれ らを一般的に 「まず しい」
ときめつけるのは…種の偏 見,も しくは誤解,で あって,そ こには米 と魚の 日
本食を 「まず しい食物」 とお もい こんで きた近代 日本知識 人の偏 見と誤解 とま
った く軌 を一 にす る ものがある とい うことがで きる。 ここでは文化 の違 いが貧
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富の格差 と錯覚 されてい るのであ る。
その うえ,実 際に途 上国では過 去100年くらいのあいだに軽1;業の一定の発
展がみ られ}こ の間生産的活動者たちの生活内容 も当然変化 し,そ の実質所得
水準はL昇 して きてい る。そ もそ もIl業経済の進展が相対的な貧富格差,失 業,
労働者 の酷使 な どを うむ と同時に一般的 な実質賃金の上昇を ももた らす ことは
かのマル クスもかた っている ところであ るが,事 実,お お くのひ とが気づいて
いる ように近年途 上国民の服装にいち じる しい変化がみ られ,こ れが途上国に
おけ る繊維産業等の発展に よる実質賃金の上 昇一一一賃 金 の使用価値的内容 の豊
富化一一 に よる ものであることは あぎらかであ る。途上国の現在 は先進 工業国
の発展 の対極 と しての貧困の蓄積 で しかない,と い うG.フ ラソクの 「低開発
の発展」論は,工 業経済 の進 展が うむ相対的な貧富格差や失業な どにのみ着 目
して,全 体的な実質賃金の上昇 とい う事実をみ うしな った もの とい うことがで
きるだろ う。 これ に対 して,途 上国の経済をあつか う経済学者が通常近代部門
の賃金水準を伝統部門のそれ よ り上位にお くのは こうした社会変化の過程 の理
論的 な表現 と解す ることがで きる。実際,戦 前の 日本の女子労働者 の悲惨 さを
かた ー,たもの と して有名 な 『女工哀 史』[4]を み て も,工 女たちが意外 に多
額 の現金収入をえていた ことがわか り,こ うした理論的な扱 いが妥当性を もつ
ことを確認す ることがで きるのである。
さて,以 上の よ うな予備的考察 を もとに して,わ れわれが資本主義経済 とよ
んでい るものが うみだす固有 の国内的相対的貧困を途上国の現状か ら捨 象 し,
またわれわれが無意識 につ よく影響 され てい る西欧的価値基準に よる思考 の歪
みを修 正 して,あ らため て途 上国民の生活を直視 してみ ると,そ こには と りた
てて貧困 とい うべ きものはな くな って しまい,南 北問題 とはやは り…個の虚構
で しかなか ったのか,と い うことにな りかね ないが,勿 論 そ うではない。途.L
国のひ とび との伝統的生活 を一概 に まず しい ときめつけ て しま うのは誤 りであ
るとして も,先 進 国民の生活 と途上国民 の生活 とのあいだになん らの格差 もな
く,後 者の改善の必 要性がないな どとはいいえない。 すなわち,今 日のわれわ
れの 日常生活 で必要 不可 欠 とお もわれ るおお くの ものが途上国に おいては決定
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的に欠如 または不足 しているのである。 ひ とに よってその感 じ方 に多少の差は
あるにせ よ,掃 除機,洗 濯機,冷 蔵庫,テ レビな どの家庭用電気製品 や 自動 車
な どの耐 久消費財は今 日の先進国の労働者,農 民,サ ラ リーマ ンに とってはほ
とん ど生活必需品であ り,これ のない生活 はかんがえ られな くな って きている。
そ して途上国の労働者i農 民,サ ラ リーマ ンの 日常生活 では これが決定的に 欠
如 または不足 しているのであ って,ま さにそ こに途上国民の貧困 をみ ることが
で きるのである。 そればか りではない。 ガス,上 下水道,電 気の供給 の不充分
さは途上 国での生活 を低衛生的で暗い ものに しているのみ な らず ,電 話,交 通
機関,医 療機関 の未発達 はひ とび との安 全な 日常生活の保証を さえあやぶ ませ
てい るのであ る。い ってみれぽ,南 のひ とび とは今 日先進諸 国民 に とって必需
品 とされている耐久消費財やかれ らの生活を安全かつ快適 な ら しめている公共
サー ビスー一 ひ ろい意味でのイ ソフラス トラクチ ュアの充足一一 か ら疎外 され
てい るのであ る。すなわち,南 北 問題におけ る,し たが って本稿 におけ る,本
来的な意味での国際的貧富格差 とは あの善意のひ とG.ミ ュル ダールす ら
がい うよ うな[5]一 一一南のひ とび とが肉食を しない とか靴 をはかない とか と
い う問題では な くて,ま さに産業革命 以後の機械制大工業の産物 た る耐久消費
財 と公共サ ー ビスの消費におけ る国際的格差にほかな らない。勿論,途 上 国の
「近 代化」の過程で よ りおお くの富 をえた ものほ どこれ らの財を よ りおお く消
費 しうる とい う意味ではそれは国内的な貧富格差 を しめす指標 で もあ るが,同
時 に,そ の富者 も途上国にい るか ぎ りは公共サ ー ビスの先進 国なみの消費を享
受 しえない とい う点 では,そ れは先進 国 と途上 国 とのあいだの貧富格差を しめ





久消費財 と公共サービスは先進国民に比 してきわめて不十分に しか消費 しえな
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い,と い う風 にあ らわれ る。 あるいは,日 常 生活用消費財 の価格は平均的な途
上国民 の生活を 「まず しくない」程 度に維持 しうる適度の水準にあるが,耐 久
消費財 と公共サ ービスの価格は平均的な先進国民の消費に比 していち じる しく
まず しい程度に しか消費で きないほ どたかい水準にある,と い うことになる。
簡単にいえば,途 上 国においては,日 常生活用消費財の価格は平均的所得にみ
あ った水準にあるが,耐久消費財 と公共サ ー ビスの価格はそれ に比 して割高だ,
とい うことである。勿論,日 常生活に必要不可欠 とな っているバ スな どの公共
サ ー ビスは,途 上国において も通常は,所 得にみあ う料金 で提供 されてい るが,
これは政策的 な結果 であ り,そ のサー ビス水準 もきわめて劣悪 であ ることは よ
くしられている ところであ る。
途上国民の低所得 といわれ るものの こ うした性格は所得を統計的に比較す る
際に しば しば実感 され る。すなわち,「為替 レー トで1人 当た りGNPを 比較
す る と,発 展途上国の多 くはわが国の10分の1程 度 となる。 しか し,現 地へ行
ってみ ると,そ の貧 しさの度合いは統計の示すほ どではない と感 じることが多
い。その原因は為替 レー トで換算 した発展途上 国の生 活必需 品の価格が 日本に
比べ て著 しく低 い とい うこ とにあ る」[6]と いわれ る ように,こ の問題では
統計 と実感 とのあいだにかな りの乖離 がみ られ る。勿論 これにはGNPそ の も
のの性格が介在 してい るか ら,賃 金統 計で比較すれば乖離はな くな るはずであ
るが,乖 離その ものはや は り存在す るのである。つ ま り,衣 食な どの 日常的生
活必需品 については,為 替 レー トで換算 した所得がひ くければひ くいな りにそ
の価格 もひ くくな ってい るか ら,失 業者や半失業者な どを のぞ く一般 のひ とび
とはそれな りの生活用消費財 は消費 してお り,統 計が しめすほ どの 「貧 困」が
そ こには感 じられに くいのである。
こ うした事情は,さ しあた っては,つ ぎのよ うに説 明す るこ とがで きよ う。
すなわ ち,「貧 しさの度 合いは統 計の示す ほ どでは ない」 とい うことは,途 上
国においては 日常生活用消費財の価格はその平均 的所得にみあ ってい る,こ と
を意味 しているが,だ か ら,も し諸 国民の生活が こうした 日常的生活必需品の
みに よってな りた っていた とすれば,所 得 と物価が比例的 に変化す る通貨交換
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率が成 立 し・そ こには国際的所得格差 な どとい う問題はお こ りえないはず,と
かんが えることがで きる。 ところが,現 実には耐久消費財や公共サ ー ビスが途
と国に も部分的にではあれ導入 されてお り,し か もそれ らの価格は生活必需品
を もって構成 され る途1二国の価格体系 に とってはなお外在的 であ り,し たが っ
て途上 国民の平均的所得 に比 してはいち じる しく割高である。そ してその こと
が通貨の交換率に影響 をあたえ ることに よって国際的所得格差な るものをつ く
りだ し,統 計 と実感 との乖離 を うみだ しているのである。
これ ら耐 久消費財 と公共サー ビスとは イギ リスの産 業革命以後世界的に普及
した機械制大工業 の産物 であ る。欧米における工業の発展 と生産性のh昇 とが
欧米 人に よるこれ らの財 の消費を可能 としその普及を もた ら したのであ り,途
上国民 がそ の消費か ら疎外 され てい る ことがその低所得 の内実 なのであ るか
ら,結 局の ところ,今 日の南北間の所得格差は機械制大T二業 の産物 である,と
い うことがで きる。
実際 工業化のは じまる以前の世界では,ひ とび との生活は地域の 自然や風
上と伝統的慣習に よって規定 され,し たが ってひ とび との 日常生活的消費内容
の地域差 はおお きか ったにせ よ,そ の地域差はあ きらかに 「文化の違 い」であ
って,そ こには量的な尺度に還元 して比較秤量 しうる 「所得格薙 」な どとい う
ものがあ りうるはず はなか った といえ よ う。18世紀 の ヨー ロッパの農民 が同時
代の ト・レコの農民 よ りゆたか であ った,な どとい う 一般 論 は到底成立 しうる も
の とはいえない。 さきにみた ような,為 替 レー トで換算 した途 ヒ国民の所得が
ひ くけれはひ くいな りに生活必需品 の価格 もひ くくな っていて,こ のか ぎ りで
は所得格差がみ られ ないTと い うところに もそ うした事情 があ らわれているの
であ る。勿論 生活必需 品 とい って も,た とえば米 と魚を主食 とす るよ うな国
で牛肉の価格が相対的にたか くな ることはあ るだろ うが,そ の場 合には牛肉は
その国の生活必需品 とはいえない。要す るにr生 活様式の違 いは 「格差」をつ
くらず,統 計的に も 「格差」 とな ってはあ らわれて こないはず の ものなのであ
る。
ところが・産業革 命が機械制大工業 とその産物 を この世 にお く りだ してあた
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ら しい消費構造 と価値観 一一あた ら しい文 明 … をつ く りだ し,そ の文 明が世
界を征覇す るよ うにな った とき,こ の生産様式を うけいれ た国 とそ うでない国
とでの人び とのあいだに,こ のあたら しい産物 の消費をめ ぐっての 「格差Jが
つ く りだされた。すなわ ち,安 価 で色彩ゆ たかな衣類の消費量の差,時 計,カ
メラ,玩 具,さ らには ラジオ,テ レビ等の工業製 品の普及量 の差,鉄 道,電 信,
電話等 の公共サ ービスへ の投資量 の差である。 今 日,繊 維 部門の機械化は世界
的に進展 し,繊 維製品についての消費量 におけ る格善はほ とん ど 目だたな くな
っているが,そ して玩具や ラジオなど もおな じ道 をあゆみつつあ るが,そ の他
の機械製品,高 度技術製品,公 共 サー ビスの消費格差は依然 として存続 してお
り,こ れ らの財 の所得に比 しての相対的価格差 こそが購買力平価 でみた南北間
の所得格差の内容をな しているのであ る。
4.所得と価格体系
産業革命に よってつ くりだ され たこの国際的所 得格差の性格を究 明す るため
に,非 常に単純 なモデルをつか って所得 と価格の関係をか んがえてみ よう。
まず,2財 を生産す る自給 自足的 な国を想定 しよ う。2財 とい う点をのぞけ
ば この よ うな国の想定は それほ ど不自然 な ものではない。 人間はおおむか しか
ら貿 易に依存 して きたことは事実 だが,商 業都市国家な どの少数の例をのぞけ
ば,古 来 「くに」は基本的 な社会的再生産が貿 易な しで 可能であ るようなかた
ちでつ くられて ぎたことも事実 とい って よい。 そ して,こ の ような国でのひ と
び との消費構造はその国内生産 の構造 に規定 され る,と か んがえ ることがで き
る。
い まこの国に おいて2種 類の財がそれぞれG1単 位 とG2単 位生産 され る と
すればfそ して この国が安定的 に存続 しているとすれば,こ の国の消費構造 は
このG1とG2と に よって規定 され る。す なわ ち,こ の国民 の生活 は この2財
の年hの 生産量G1+G2を基礎 として くみたて られ,次 年度での再生産用の控
除や拡 大再生産用の貯蓄,お よび政治的費用や災害用の備蓄を度外視すれば,
これを就業人・Lで 除 したものG'捨 ヵミこの国の国民の 一家計当た りの榊
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的消費量 となるはずである。同時にこれはこの国民の一家計当た りの標準的所
得の実物的内容をもしめ している。
このような生産 と消費の関係が順当に成立するためには,そ れに応 じた分業
と交換がおこなわれていなければならない。すなわち,就 業人 口LがG1を 生
産するL1とG2を生産するL2とにわかれ,そ れぞれが 自己の消費量をこえる
余剰部分G・(LIL)-G1紗G2(1一 セ)Lこ だ し,こ の交換が
実現 され ることに よつてG1+GZLとい う頬 所得カミ現 実化 され る.
そ して この交換が実現す るためにはrそ れぞれ の生産部門 の就業者 の貨 幣所
得 とそれぞれ の生産部門か ら交換 にだ され る財 の価格 とが全交換 が過不足 な く
お こなわれ うるよ うに きめ られていなければな らない。貨幣は,こ こでは,こ
の ような流通を媒 介 して分配を完結せ しめ るために もっとも合理的な交換 の比
率を表示す る手段 としてのみ存在す る。 日常的には この逆の ことがお こってい
るのをわれわれ は 目に しているが,論 理的 な順序 と しては,ま た歴史的にみて
も,さ しあた っては,物 的 な関係が先行 しrそ の関係が完結す る ように貨幣が
機能す る,と みるべ きであ る。だか ら,貨 幣は金に代表 され る特定 の商品であ
って もよいが,金 が この よ うな貨幣の役割 をにない うるのは所詮 は金 とい う財
貨に対す る流通上の信用 とその素材上 の便宜 とに基づ くものであ る以上,そ れ
は信用あ る政府の発行す る紙幣であ って もよい ことにな る。む しろ,財 の生産
と分配 と消費を媒 介す る潤滑油 としての貨幣は,そ れ 自体 の生産 と分配 と消費
を考慮す る必要の まった くない紙幣 とい う形態 を とることに よって,は じめて
純粋に機能 しうるとい うことさえで きよ う。 また,当 然,こ こでは資本 と して
の貨幣の役割 も度外視 され る。
すなわち,2財 の単位 当た りの価格 をそれぞれ,P1,P2とすれば,こ のP1










とな るか ら,も し所得 が生産性 にみあ っているとすれぽ両部門の貨幣額 であ ら








とな り,一 家計当た りの貨幣所得 がその国の一家計 当た りの標準的消費額 にみ
あ ってい ることがわか る。
ここで,こ の国の生産 力が上 昇 して同一 の生産 人 口が従来 の2財 の生産水準
をお とす ことな しに第三 のあた らしい財G3単 位 を生産 し消費 しうるよ うにな
った とす ると,ど の よ うな事態がお こるであろ うか。
まず嫁 計当た りの標準的 消費はG1+G2L+G3とな り,こ れ ら3財 の価格 を
そ れ ぞ れpユ,p2,p3と す る と,こ の 消 費 を 貨 幣 的 に 表 示 した もの は
G・P・+G響2+G3P3とな る
.
そ してこの標準的消費が市場を とおして完全に実現 されるためには,こ れら
の価格のあいだには,









とな り,当 然の ことなが ら各部門 の生産性が上昇す るとその部門 で生産 され る
財の価格が相対的に さがる ことがわか る。 また上式か ら,
G1 _G2_G3
TrP1τP2τP3
がえ られ るか ら,こ こで も貨幣額 であ らわ した一家計当た りの所得は全部 門で
ひ と しくな る。かつJこ れをkと おけば,
Glpl瓢11k,G2p2・=12k,G3p3=13k
とな り,これをこの場合の一家計当た りの標準的消費の貨幣的表現であるとこ
ろ のGIP'+G響G3P3に 代 入 す れ 寺ま,
GIP1+G雲2+G3P3-1ユk+1砦+13k-k
とな ってrこ こで も一家計 当た りの貨幣所得が一家計 当た りの標準的消費額 を
みた しうるものであ ることがわか る。
す なわ ち,以 上の考察 でわか る ことは,一 国の再生産 が安定的に継続 され て
い る場 合には,消 費はそ の生産的諸条件 ここでは労働 の生産性 で表現 され
ている に よって規定 され,ま た,価 格体系 もその ような消費が標準的所 得
で可能 とな るよ うに きまって くる,と い うこ とである。一定 の生産諸条件の も
とで消費 と所得水準 と価格体系 とは三位一体的 に きまって くるのであ る。 うえ
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の例 におけ る第 三のあた ら しい財を産業革命 に よって うみだ され た工業製品 で
あ るとすれば,工 業の成立 した国では,そ の工業の産物がその国民の消費内容
を構成 し,価 格体系 も,一 家 計当た りの標準的貨幣所 得でその消費が 可能 とな
る ように,形 成 されて くる。逆 に,工 業 の成立 していない国では当然丁業製品
は標準的 な家計の消費内容を構成せず,価 格体系 も,し たが って標準的な貨幣
所得 も,工 業製品を除外 して きまる,と い うことがで きる。
このことは,オ ース トラ リアや ニ ュージーラ ン ドといった農業国の所得水 準
がなぜ たかいのか,と い う疑問にたいす る回答を部分的にあたえて くれ る。 今
日のオース トラ リアや ニュージー ラン ドを単純 に 「農業 国」 と規定 して しまー う
こ とは で きず,そ こに回 答 の もうひ とつの部 分がか くされ てい るのだが,そ の
問題 を別にすれば,こ れ らの国の所得がはや くか ら高水準にあ ったのはそれが
本国であ る一r業国イギ リスの所得 水準に よって規定 されていたか らであ る。 こ
れ らの地域 に移住 した イギ リス人は 工業国イギ リスで形成 された標 準的一家計
当た りの消費 とそれ を可能 とす る賃金水準を移住地 に もちこんだのであ って,
も しそ うでなければそ もそ も移住その ものがお こらなか ったであろ う。K.マ
ノしクスが一国の歴史的 ・文化的背景に よって ぎまって くる といい,経 済学で与
件 とされ る,賃 金の絶対的水準のもつ性格が ここにあ らわれている。かつてR.
ヌル クセは,19世紀にイギ リスな どの丁業国 との貿 易に よって高所得水準を実
現 した国 として,オ ース トラ リア,ニ ュージーラ ン ドな どのイギ リス人移住地
とともに アルゼ ンチ ンをあげた ことがあ った[7]。 その議論 は全体 としては
きわめて示唆的な ものであ ったが,そ れに もかかわ らず,こ れ らの うちアルゼ
ンチ ソのみが 今 日において も途上国の一 員 とされているのをみて もわか るよ う
に,か つての イギ リス人 コロニーの高所得水準は,単 に19世紀の貿 易関係に よ
る高成長が もた らした ものではな くて,実 は本国の所得水準が不断に コロニー
に もち こまれ た ものだ ったのである。 はや くか ら工業化 した北米合衆 国は,工
業経済的な消費 と所 得の水準,お よびそれにみあ った価格体系をみずか ら形成
しえたために,の ちにやすい労働 力を外国か ら導 入 しつつ も高所得水準を実現
しwた が,農 業 国 として出発 したオー ス トラ リアや ニュージーラン ドは,移 民
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を高所得国か らのみ に限定す る こと(白 豪主義)に よって しか,そ の所得水準




貿易は前節で考察 した消費 と所得 と価格の関係に根本的な変更を くわえるもの
ではなし・。
さきにあげた設例では 「2財を生産す る自給 自足的な国」が想定されたが,
この ような国が併存 した場合に貿易関係が発生 しないか といえばそ うではな
い。元来貿易は,リ カー ドウがかつて想定 したように,各 種の財の国内比価が
国ごとにことなるところから発生するとかんがえてよい。つま り,国 ごとの価
格体系の差異が貿易をよびおこすのであって,貿 易商人の取得す る利益の源泉
もそこにある。 リカー ドウはこの関係を,貿 易に従事する2国 がいずれ も毛織
物 とぶどう酒 とい う同一の2財 を生産する,と い うわか りやすい設例をもちい
て説明 しているが,一 見ある国が自国にない財を輸入するようにみえる場合で
も事情はかわらない。つま り,リ カー ドウのこの設例は商品経済の一定の発展
を前提 とした場合のことであって,本 来は,貿 易は有無あい通ずるために発生
するものである,と かんがえられがちであるが,そ してそ うい う側面 もないわ
けではないが,一 見有無あい通ずるための貿易にみえるもの も煎 じつめれば諸
財の内外比価の差,すなわち価格体系の違い,による貿易にゆ きつ くのである。
た とえば,ヨ ーロッパ人がかれらの肉食上不可欠に してしかも自国では生産 し
えない香辛料をアジアか ら輸入する場合でもsそ の輸入はそれまで使用 してい
た塩その他の食肉保存費用の国内比価 と香辛料のアジアでの比価 との対比にも
とついておこなわれるのであって,そ れ以外に交換率を決定する基準があるわ
けではない。か りにヨーロッパ人が銀を もってアジアの香辛料と交換 しようと
するとき,ヨmッ パにおける銀 と塩の比価,ア ジアにおける銀 と香辛料の比
価,と い うふたつの価格体系の差異が貿易関係費用をふ くめて双方に とって有
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利である場合 にsそ の範囲内の比率で,交 換 が成立す るのであ る。新大陸か ら
略奪 して きた銀 の価値の ヨmッ パにおける低落 が ヨー ロッパ人の香辛料貿 易
を大量に可能 に した ことは周知の ところである。 また,一 部 の王侯貴族が珍重
した アジア産の絹が一般 ヨー ロッパ人のあいだで毛織物にお きかわ らなか った
の もおな じ事情に よるもの とい うことがで きる。
か くて,さ きにあげた 「2財を生産す る自給 自足的な」2国 のあいだに貿 易
関係が発生 し,か りに,内 外比価 の差に よって一方の国のすべての生産者が第
肋 生産に特化 したとす楓 その国は第一財を舞L轍 生産 し・そのう
魏 灘瓢 饗講撃鷲難=瓢澁
じない・豊L2単位の余乗擁 物が輸入品92靴 交換 されてG2におきかわ
るだけである。 そ して,こ の リカー ドウのモデルでは 「すべての外国財貨の価
値は,そ れ らと引 き換 えに与7T/Lられ るわが国の土地 と労働の生産物 の分量に よ
って測定 され る」[8]こ とが前提 にな ってい るか ら,こ の輸 入品の外国価格
をP2とすれ ば・92P2一豊L2Plであ り,前 言己の一 家計当た りの標準的消費量 の
禰 よ(G・P1+GIL2PL
,)乍 曾Plと な つて,輸 入財 をふ くめた一家計 当た り
の消費額が賃金にみあ ってい ることがわ かるのである。
第一財 と第二財の両生産部門の生産性 が上昇 し,そ の余力が第三財 の生産 に
むか うのではな くて,そ こに生ず る剰余生産物に よって外国商品を購入する場
合 もおな じよ うにかんがえ ることができる。 この場合 で も貿 易が内外 での価格
体系の差 に よって生ず ることはい うまで もない。
いま,全 般的な生産 力の上昇 に よって,第 一財 と第二財の両部 門でそれぞれ
剰 余生産物 のAG1単 位 と へG2単位 とが生産 され るよ うにな った としよ う。 そ
の余剰生産物 が2種 類の外国財 のそれ ぞれg1単 位 とg2単位 と交換 されて国内
で消費 され た とすれ ぽ,結 局は,両 部門が それ ぞれ(G1+91)と(G2+92)
とを生産 し,そ のなかか らセ(Gl+91)とLrL(G2+92)とが楊 こだ され・そ
れが過不足な く交換 され て消費 され,国 民全体 と しての一家計当た りの標準的
な消費内容がG1+G2+glL+92とな る,と い うの と繊 じことにな つ備3節
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の 場 合 に 還 元 され る。 そ して こ の 場 合,余 剰 生 産 物G1とG2と は 国 内 の 交
換 に 参 加 しな い か ら,第 一一財 と第 二 財 の 価 格P1,P2は か わ らな い 。 つ ま り,
輸 入財 の 外 国 価 格 を そ れ ぞ れp1,p2と す れ ば,リ カ 一ードウ の 前 提 に よ っ て ,
glpl=GIPbgzPz・G2P2で あ る か ら,一 一家 計 当 た り の 平 均 消 費 額 は
(G1十・Gl)P1十(G2+G2)P2…一}{㎜ 一了7… 　 と な り
・3節 で み た よ う に こ れ が 各 部 門 賃 金
(G1+G1)P1(G2+G2)P2一 一
L1㍉L「 に 致 す る・すなわち・貿 易に よって実質所得は
上昇す るがその他の関 係には変化 のない ことがわか るのであ る。
fi,所得の国際比較
さて,こ こで,ふ たつの国がそれぞれ2財 を生産 して併存す る場 合の所得の
比較についてかんがえてみ よう。 も しこれ らの2財 が 日常生活用消費財であ る
とす るならば,そ れ らは これ ら2国 のおかれたそれぞれ の自然環境や文 化的伝
統 のなかで伝統的に生産 され て きた ものであるか ら,た がいに同一一の財である
ことはあ りえない。 いま,そ れ らの財がそれ ら2国 でそれぞれG1,G2お よび
gbg2単 位生産 され てい るとすれ ばsそ して比較 のために両国の生産 人 口を
同'一のLと すれば,両 国 におけ る一家 計 当た りの標準的 消費 内容はそれ ぞれ
q上吉G2,91吉92で翻 ・す こ とカ～で き る.
しか し,他 方で,こ れ らの財が食糧や衣類 な どとい う人間の 日常生活用必需
品 である以 上,食 べ物や衣服 にみ られ る文化の違 いは捨 象され て,基 本的生活
資料財た る食糧や衣類等 にそれ らを くくって しま うことが 可能であ る。た とえ
ば 香辛料 と塩,石 炭 と薪,あ るいはサ ンダルと下駄 な どはそれぞれ 食品,燃料,
履物 とい う日常生活用消費財 と して相互にお きかえ ることがで ぎる。つ ま り,
ある国でサ ンダ几の一一一家計当た りの年間標 準消費量が何足であろ うと,ま た他
の国での 下駄 の同消費 量が何足であろ うと,国 際比較 の うえでは これ らふ たつ
の消費は同一財の同一ヅ量の もの とみな され るのである。 元来,種 類の ことなる
財 の量的 な比較は無意味であ るが,わ れわれの生活のすみずみ までを も貨幣化
す ることに よってあ らゆ る ものの比較秤量を擬制的にではあ るにせ よ可能 な ら
しめているのが 今日の機械制大 工業社会の現実であ り,そ の現実 の メカニズム
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を解明す るためには,ひ とまず,ひ とび との 日常生活用必需財か らその地域的
文化的差異 を捨象 して,各 地域で必要 とされ る日常生活用必需財の量を抽象的
にひ としい とお く,こ とが必 要であ る し,か つ合理的な処理 とかんがえ られ る
のである。
この場 合,容 易にお こ りうる疑問のひ とつは,毛 皮や皮長靴 を必要 とす る北
国の消費生活 と簡単な衣類やサ ンダルでた りる,ま たは極端にいえば,裸 や裸
足で も事がた りる,南 国の消費生活 とを同 一視 して よい ものか,と い う問いで
あ る。 おそ ら くこれは,そ の製作 に よ り多量の投下労働量 を必要 とす る とお も
われ る毛皮や皮長靴 を比較的簡単につ くれ るサ ンダルや木綿 の布 とを同…視す
る,こ とに対す る抵抗感 に よるものであ る。われわれ の 目には,ど うかんがえ
て も,南 国の生活 の方が北国のそれ よ りも"安 上が り"に みえるのである。 し
か しよ くかんがえてみれ ば,こ の考 え方には別に根拠があ るわけではない。 も
し投下労働量の 多寡に よって比較 しよ うとす るのであれば,か りに北 国の農民
が1日 の生活資料 を獲得す るのに半 日の労働 を必要 とす るのに対 して南 国のひ
とび とは2時 間でそれをおえて しま うと仮定すれば,そ して この仮定 は南国で
の生活を"安1が り"と す る常識か らは十分に受けいれ られ るもの とお もわれ
るが,労 働 の生産性 は南国の方がたかい とい うことにな り,労 働生産性が実質
所 得を規定す る とい う命題にたてば,南 国のひ とび との実質所 得率が北 のひ と
び とのそれ よ りたかい とい うことにな り,こ の議論の出発点 とは逆の結論に到
達す る ことになるであろ う。 この矛盾の よって きたる所 以はあ きらかである。
つ ま り,機械制大T二業社会を前提 と して案出 された労働の生産性 とい う尺度を,
それ を前提 と しない,文 化的差異が問題 となるよ うな地域間の比較に無謀 介的
に適用 したので話の辻褄があわ な くな った のである。 その うえ この議論 には,
19世紀以来機械制大 工業に よってゆたか な社会を きついて きた ヨmッ パがあ
たか もア ダムとイ ヴの時代か らゆたかであったか のご とくイ メージす る錯覚 も
介在 してい る。 く りかえ してい うが,18世紀の ヨー ロッパ…一 イギ リスをのぞ
く 一一 の農民が 同時代の トル コの農民 よ りゆたか であ った とい う根拠はなに も
ないのであ る。 また実際問題 として,年 間 の生活を ささえ るための投 ド労働 の
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量が 南国において よ りも北国においておおい とい う仮定 に も別段 の根拠があ る
わけ ではない。毛皮 と更紗の生産 に投 入され る労働 の量に どれ ほ どの差が ある
とひ とはいい うるのか.ま たs冬 期間労働 ので きない北国 と一・年中労働 の機会
にめ ぐまれた 南国 とで,年 間を通 じて生活 のために投 入され る労働の量に どれ
ほ どの差があ るとひ とは断 言で きるであ ろ うか。
か くて,南 と北 に関する偏見を と りは らってかんがえれば,現 実 の南北 間の
所得の国際比較問題 を解明す るために,日 常生活資料 の2財 を生産 し消費す る
ふたつの国の異種異量 の2財 を さしあた って同種等量 の2財 とみ なす ことが可
能 となる。 すなわち,前 記のG1と91,お よびG2と92は それ ぞれの区別を う
しな ・・て・G1,G2とい う同種等量 の2財 に単純化 され,し たが って両国の一
家計当た りの消費内容 もG1圭G2a・う風に続 的に表記することがでぎる.
そ して,こ れは 単に理論的思考の うえでその よ うにみな しうるとい うばか りで
はな く,今 日ではおお くのひ とび とがそれ を実感 しているのであ って,さ きに
ものべた ように,旅 行者が途上 国をお とずれて統 計の しめすほ どの貧困を発 見
しえない とい うの も,こ うい う事情に もとついてい るのであ る。
以上の ことを前提 とすれば このふたつ の国の一家計 当た りの所得の比較は非
常 に簡単 な もの となる。 い ま2財 が両 国に おいてそれ ぞれP1とP2,P1とP2
とい う価格を もっているとすれば,そ れぞれ の 一家計当た りの消費内容は前述
の よ うにG1吉G2で あ る か ら,こ れ を 価 額 で 表 示 し噺 得 は そ れ ぞ れ
91P1圭G2P2,GIP・去G2P2となる。そ して この場 合の醐 通 貨の 交換率 を賃金
パ スヶ ッ トで ウー トをつけ:r`:買力平価 セこよつて算定す る と器 舞 と
な って,当 然 の ことなが ら両国の平均所得額の比率がその まま両国の通貨 の交
換率 とな る。つ ま り,通 貨の交換率 と所得額の比率が一致す るか ら,さ きにの
べた ような為替 レー トで換算 した所 得格差 と実感 とのあいだの乖離は存在 しな
い。 この例では,両 国の平均所得のそれぞれ の通貨に よる表示額 はちが 一Jてい




さて,こ こで話をすすめて,2財 を生産す るA国 と3財 を生産す るB国 とが
併存す る場 合をかんがえてみ よう。 この場合,A国 は これ までのべ て ぎた2財
生産 国 とおな じであ り,B国 はそれ よ り生産性が上昇 して第三財を生産す るよ
うにな った場 合 とおな じとかんがえることが で きる。両国は,日 常生活用消費
財 と して,さ きにみ た よ うに同種 等量 とみ な され うる2財 を ともにG1単 位 と
G2単位生産す る。そ してB国 は,そ れ に くわ えて,生 産性 の上昇 に よって同
一の 人 口Lを もって あ らたな第三財 を生産す るのであ る。 生産 と消費や表記
に関す る約 束 ごとはすべ てこれ まで とおな じであ るが,こ の第 三財 については
特別 に考察す る必要 がある。
両国民の一家計 当た りの標準的 消費内容はそれぞれの生産的諸 条件に規定 さ
れてそれぞれG1吉G2,G1+GzL+G3となる.こ こ備 一財 と第二財 とは,さ き
に ものべた よ うに,両 国のあいだで本来は ことな るはずの諸財を生活資料財 と
して くくることに よって同種 等量 の2財 とみ なされたのであ った。 だが この第
三財については同様の取 り扱いが不 可能 なのであ る。 もしこの第 三財が第…,
第二財 と同様 の生活資料財 であれば,当 然 それ はG,,G2のなかに くく りこま
れて しま うはず である。実際,19世紀以後,途 上国の農業生産性はいち じる し
く上 昇 して これ らの国の農民 は 各種 の農産物 をあ らたに 商品 化 し,あ るいは
開発 して,世 界 に供給 して きたが,そ れ らはすべて各国民の生活資料財 として
G1,G2のなか に くくりこまれて きて いる。 そのためかれ らをふ くめた世界 の
諸国民 の食生活 な どの 日常生活の内容はた しかにゆたかにな った。 しか し,こ
の第三 財はその よ うな性格を もってはお らず,だ か らこそG3と い う独 立 した
姿を とっているのであ る。す なわち,こ こでG3と して姿をあ らわす第 三財は,
お な じよ うにB国 におけ る生産性 のL昇 に よって生産が可能 とな ったあた らし
い財なのであ るが,B国 においては賃金財 として一家計当た りの標準的消費 内
容を構成 しているに もかかわ らず,A国 においてはそ うな ってはいない。 い っ
てみれば,こ の第三財は生活資料財 と してはい まだ世界的な普遍性 を獲得 しえ
てはいないのである。
あ る財が世 界的 な普遍性 を獲得 していない とい うこ とは,そ れ が通常 の意味
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での国際貿 易商品にな っていない,と い うことであ る。つ ま りsそ の財に関 し
ては,貿 易関係発生 の根本的要因た る内外比価 の差を もとに して,相 互に利 益
の生ず る範囲 内で,大 量の消費財の取 引がお こなわれ る リカー ドウ的 な貿易関
係は成立 しない,と い うことであ る。かつて アジア産の香辛料が,ア ジアでは
生活資料財で あったに もかか わ らず,ヨ ー ロッパでは奢f多品 であ った,と い う
ところにその一・例 をみ る ことがで きるが,お そ ら くはおな じ関係が 今 日この第
三財に関 して成立 している。A国 で この第三財を購入 しうる ものは特殊 の購 買
力を もった ものにか ぎられ る。あ るいはaA国 政府が この第三財 の輸入の必要
をみ とめた場 合には,税 金を もって,あ るいは他国か らの借款や援助を獲得す
るこ とに よって,は じめてそれを輸入す ることがで きる。すなわ ち この第三財
とは産業革命以後 もっぱ ら ヨー ロッパの機械制大工業 に よって産 出 され るよ う
にな った耐久消費財 と公共サ ー ビスにほかな らないのであるが,こ の財 に関 し
ては これを もっぱ ら生産 し消費す る欧米地域以外には リカー ドウ的な貿 易関係
がなお成立 しえてはいない。だか らこそ19世紀以後,こ の財お よびそれ に関連
す るものの取 引が欧米地域に集中す ることに よって世 界貿易の重心が相対的に
この地域 にかた よるとい う外観 を呈 し,先 進国 と途L国 とのあいだの貿 易関係
がそれに応ず るよ うに して相対的 に希薄化 して,つ いに"援 助 よ りも貿 易を!"
とい うス ローガ ンが途 上国のなか か ら うまれ て ぎた ことは周知 の ところであ
る。そ して,こ うした関係を現実に もた らしてい る要因たる この第三財の価格
…一経 済学 的 な意味 で いまだ世界 的な普遍性 を獲 得す るにいた っては いない
が,に もかかわ らずそれな くしては今 日的な意味 での"ゆ たか さ"を 獲得 しえ
ない耐 久消費財 と公共サ ー ビスの価格一一 を国際的 な場 で位置づけ よ うとい う
のが本稿 の最終的 な 目標 であ る。
さて,さ きに検討 した よ うに,一 国の経済の再生産が安定的に継続 されてい
るよ うな場合には 消費内容 と貨幣所得 と価格体系 とは相 互にみあ うよ うに きま
って くるはず であ り,B国 においては,第 三財はその一家計 当た りの標準的 消
費内容 の一部を構成 しているか ら,そ の価 格は貨幣所得にみあ っているはず で
あ る。換言すればその価格は国内価格体系に内在化 され ている。 これに反 して
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A国 においては,第 三財はその標準的 消費 内容を まった く構成 してはいないか
ら,そ れが輸 入 され るときに外国通貨での価 格表示を もっていたに して も,そ
れを国内的に決定す る国内的基準を もちえない。 ここでは リカー ドウ的な意味
での貿 易関 係が存在 しないのであ るか ら,「外国財貨の価値 」を決定す るため
の リカー ドウの原理 もそ こにははたらかない。結 局その輸 入価格は,そ の生産
国た るB国 において内在的に ぎめ られ た価格をsす でに存在 しているA,B両
国通貨の交換比率に よって単純 に換算す る ことに よってsき め られ る以外には
ない。か くてその価格はA国 の価格体 系に とってあ くまで も外在的 で しかあ り
えないのである。
この場合,A,B両 国通貨の交換率 は,短 期的 な為替変動を度外視すれば,
両国通貨の購 買力平価 に よって きまって くる とみ ることがで ぎる。そ して購 買
力平価は両 国に共通す る財の価格を基礎 に きまって くるか ら,理 論的な出発点
としては第三財を除外 しだ ところで きまる とみて よい。現実には この第三財 も
A国 に輸入 されてA国 通貨での価格を もつが,勿論 その ウェー トはちい さい し,
論理的な出発点に ちかづけばちかづ くほ どそれは無限にゼ ロにひ と しくなる。
すなわ ち両 国の通貨 の交換率 は
GIP1+G2P2
GIP1十G2P2
とい うことになる。 一見この交換率は さきにみた2国2財 の場 合の交換率 とか
わ らない よ うにお もえるが,こ の場 合ではB国 の生産性 が上昇 してい るか らそ
の価格は全般的に 下落 して分母 の値 はちい さくな っているはず であ る。 したが
って さきの例に比 してB国 の通貨価値 はあが り,A国 か らみたB国 の物価や賃
金はたか くな ってい る。
そ して,い ま,B国 で生産 され る第三財の価 格がp3で あ る とすれ ぽ,そ の
A国 での価格P3は・ この交換率で換算すると・雛 雛P3と い うことに
な る。 問題は,こ のA国 に とって外在的に きまって くる第三財 の価格 がA国 自
身 の価格体系において どの よ うな位置 を しめ るか,で あ りsか つ,そ れ とB国
自身の価格体系におけ るp3の位 置 との比較 であ る。 この比較 をす るために ご
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の第 三財 の両国におけ る価格をそれ ぞれの国の標準所得 と比較 してみ よう。す
なわち,こ の第 三財1単 位のA国 における価格がA国 の標 準所得に しめ る割 合は
GIP1十G2P2GIP1十G2P2_p3L
GIPI十『弓弼 ●P3'L』Glp1十G2pfl





で あ り,こ の 両 者 を 比 較 す る ため に そ の 差 を と っ て み る と
G論 河 否1P1+ぎ1髭+砺〉・
とな って,あ きらか に第 三財 の価格はA国 民,す なわ ち途 上国民,に とって割
高にな って くるのである。
以 上であ ぎらかにな った とお もわれ る点を まとめ る とつ ぎの よ うにな ろ う。
社会的生産性の ヒ昇とそれ に もとつ く社会的 分業の発展に よってあた ら しい
財が うまれれば,当 然,そ の社会の実質所得水準は トニ昇す るがa一 般 にはそ の
上昇は 一一国内に限局 されて しまうわけ ではない。他におな じように生産性が 上
昇 して余剰生産物 を もつ国があれば,両 者のあいだに リカ… ドウ的な貿 易関係
が うまれ て,生 産性の上 昇の結果は両者に均需 され る。 しか も}そ こには国際
的な所得格差の発生す る余地はない。 これ までの世 界経済の歴 史の大部 分は こ
のよ うな過程 をた どって ぎた もの とお もわれ る。
しか し,こ の ような関係が保持 され るのはrあ た ら しくうまれた財 が貿 易当
事 国の双方の国民に とっての生活資料財のなかに くくりこまれ るか ぎ りにおい
てのみ,で ある。 当然 の ことなが ら奢修品 とされ る財 については この よ うなこ
とは おこ りえない。す なわち,あ る財が一方の国においては生活資料財 であ る
のに他方 の国 においてはそ うでは ない,と い う場 合であ る。かつて香辛料が ア
ジアにおいては生活資料財であ ったが ヨmッ パにおいては奢修品であ った,
とい うのがそ の…例 であ ってTこ の場合 には,長 年月をかけ て,ま た ヨ 一ーロ ッ
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パ人に よる大量の金銀の新大陸か らの収奪 とい うような周知 の経緯 をへて,こ
のかつての ヨー-Rッパ人に とってのT%品 はやがて生活資料財 とな ってい った
のであ るが,そ こにいた るまえまでは,ア ジア人 とヨーロッパ人 とのあいだに
今 日とは逆 の国際的所得格差 といわれ る ような ものの存在 した一時期 のあ った
ことが推察 され るのてあ る。
おな じことの もうひ とつの例を,今 日,わ れわれは機械制大r業 の産物た る
耐久消費財 と公共サ ービスにみ ることがで きる。 いまでは 日常的必需品 とな っ
ているこれ らの財を奢f多品 と同 …視す るのは奇異に うつるか もしれないが,も
と もとこれ らは 人間 の労苦 を軽減 しその能 力を飛躍的に増 大せ しめ るための補
助的な道 具や設備 であって,つ い数十年 まえ までの 日本人が これ らの舶来品を
贅沢品 と して珍重 した ことをお もえば,こ うした 見方はそれ ほ どあや しむには
た りない。香辛料が な くて も人間は しぬ ことはないが,し か しそれは今 日の人
間 に とっては必需品 であ る。おな じように各種の耐 久消費財や公共サ ー ビスは,
今 口のわれわれに とっては生活必需品 であ るが,途 上国のひ とび とに とっては
それがな くて もただちに しぬ ことのない贅沢品 と しての性格を もっている。 そ
して,こ の財を軸 と して,先 進国民 と途 一ヒ国民 とのあいだには明確な所得格差
があ らわれ てい るのであ る。
これ らの財が途L国 民の生活資料財 になっていないのは,当 然の こととはい
え,そ の価格が途L国 民の標 準的所得に比 して異常 といい うるほ どたか いか ら
であ る。そ してその価格が所得に比 して異常 にたかいのは,い まみて ぎた とう
り,先 進 国においては生活資料財 と しての この財の価格が標 準的所 得にみあ っ
て きまっているのに対 して,途 上国においては この財はなお生活資料財 として
価格体 系のなかに くみ こまれてお らず,し か も輸 入に際 しての価格は途上国の
かか る現状を 前提 とした通貨 の交換率を もとに して ぎまって くるか らにほかな
らない。
結局の ところ,今 日の先進国 と途上国 とのあいだに国際的所得格差が うまれ
てい る背景には,耐 久消費財 と公共サ ー ビス とい う機械制 大 工業の産物た る財
が途上国において生活資料財 として内在化 されていない こと,お よび,現 行の
22商 経 葭倫 叢 第26巻 第3・4号
国際通貨制度 の もとでは そ うした途上国の現状を前提 と して通貨 の交換率 が き
まって くること,と い うふたつの事情 が介在 してい る,と い うことにな る。 こ
のふたつの事情の うちの 前者は途上国の工業化にかかわ る問題で あ り,後 者は
国際通 貨制度の改革にかかわ る問題である。そ して,さ らに,こ のふ たつ の問
題 の処理 にあた っては,第 三財た る耐 久消費財 と公 共サ ー ビスの生産体制 とし
ての機械制大r業 の世界的性格に関 してのあた ら しい認識が必要 であ る。以下,
次節 で これ らの問題の見通 しについて簡単にふれ ることにす る。
7.社会的生産性の世界的性格と 「世界政策」
現状 の国際的 不 平等を打開す るためには途上国の工業化が必要 であ る,と い
うのが これ までの考察 か らえ られ るひ とつの結論の よ うであ りr途 上国政府が
戦後 一一 してr.業化政策を とって きたの もそ うい う考 えに もとつ いてい る。だ
が問題は この途 上国のT二業化が遅 々としてすすんで こなか った とい うところに
あ り,こ れ こそが南北問題の重要課題 のひ とつであ った。 アジアNIESの 成
功は この問題 に一 石を投 じて きたが,世 界的規模 で問題をみ た場 合にはなお楽
観はゆ る され ない。 元来,機 械制大工業文明は イギ リスに源 を発す る ものであ
って}す べて の文明が そ うである ように,ヨ ー 臥 ソバ的な地域的性格 をつ よ く
もってい る。勿論,そ れ は文 明 としての普遍性 を ももってい るか ら,機 械制大
1二業が…定程 度他地域 に波及す るのは 当然であ り,現 にそれは ヨー ロッパを こ
えて 日本,ア ジアNIES,そ して緩慢なが らその他の地域へ とひ ろま りつつ
あ る。 とはいえ,そ の地域性か ら くる波及上の難 易が存在す ることは事実 であ
ってT機 械制 大1業 文明がその科学技術的 な装いを もっていかに客観性 と普遍
性 とを主張 して も,所 詮はそれが ひ とつの地域的 な特性に よって うみだ され た
生産 の…形 態 にす ぎない ことを十分に認識す る必 要がある。 そ して,私 見に よ
れば,南 北問題の根本的 な要 因 もそこにある(さ しあたっては 「y]を参照)。
機械制 大 工業文明が地域的 な性格を もつ とい うことは,そ れが民族的文化的
優劣に よって左右されてい るものではない,と い うことを意味す る。 人間や文
化に地域的 な優 劣は存在 しないか らである。そ して,も しそ うであ るな らば,
発展途 ヒ国民の低所得23
地球上のすべ ての民族が,み ずか らの所得水準の向上のために,地 域的な難易
を こえて機械制大 工業 を採用 しよ うとし,そ れにある程度成功す ることはあ り
うる し,そ の ような試 みを さまたげ る権利がなにび とに もあるわけはない。 し
か し現実の問題 として地球上 のすべ ての地域が 工業地帯になる可能性はす くな
い し,ま た,環 境 ヒか らみれば,そ れがのぞ ま しい ことで もない。 とすれば,
所 得水準の国際的平準化は当面不可能 とい うことにな るのであろ うか。
た しか に,こ れ までの議論では,上 述 のB国 での生産性 の上昇が第三財た る
耐 久消費財 と公共サー ビスの生産 体制の確 立を可能 とし,そ れがB国 民の所得
の増加を もた らしたのであ るか ら,生 産性 と所得に関す る経済学 ヒの従来の考
え方 では国際的所得格差 の発生 は一 見当然の よ うにお もえる。 これの解決のた
めにはB国 におけ る生産性の 上昇,す なわ ち工業化,以 外に道 はない よ うにみ
えるのである。 だがはた してそ うであ ろ うか。 ここで,こ れ まで当然 とかんが
え られて ぎた生産性 と所得水 準 との関連 につ いてあ らためて吟味 してみ ること
に しよ う。
周知の よ うに,A.ス ミスは 「労働 の生産 力」の改善を分業 の結果 であると
し,そ の分業 に もとついて資本 と合体す る労働の量の増加が富 の増加を うむ,
とのべてい る[10]。このか ぎ りでは,労 働 の生産性の上昇はあ きらかに分業
と資本形成 とい う一一箇の社会関係の発展の結 果であ ると規定 されている。 とこ
ろがかれは,他 方で,「 どの方 向にであれ労働 をふ りむけた り用いた りす る場
合の熟練,技 能,判 断力の大部分」 もおな じく分業の結果 である とし[11],
これが生産物 の供給 を左右す る一 一一したが って諸 国民 の富の増 加を左右す る一
第1の 要因である とのべ,こ れが 「狩猟民や漁携民か らな る野蛮民族」 と先
進国民 とのあいだに富 の格差を うむ原因である,と も明言 してい る[12]。つ
ま り,こ こでは労働の生産性 の上 昇が労働者諸個人のr熟 練,技 能,判 断力」
とい う人間的獲得物に帰着 され,そ れが諸国民の所 得格差を規定す る,と され
ているのである。
おな じこ とはK.マ ル クスにつ いて もい うことがで きる。 かれは労働生産性
の上昇を基本的には資本の有機的 な構成 の高度化 とい う社 会的な発展の結果に
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もとめ,そ れが実質賃金の上昇を もたらす と しているのであ るが,他 方 では,
資本主義的生産が 発達 した国にお いてほ ど 「労働 の国民的強度」がたかい との
べ て[13],これ を園際的 な賃金格差の発生の原因 と してい る
。 これが国際的
賃金格差 をめ ぐっての 日本におけ る国際価値論争におお きな影響をあたえた こ
とは周知の ところであ るが,こ こで も,労 働の生産性が社会的に規定 され ると
い う考え 方は姿 をけ して,か わ りに 「労働 の国民的強度」 とい う国民的 に獲得
され る人間的特性が 前面にあ らわれ,こ れが国際的 賃金格差を規定す る,と さ
れている。
生産性は}資 本生塵性 に しろ労働 生産性 に しろ,一搬 的には分業をふ くむ技
術発展に関連 づけ られ るのが普通 である。 その際 ,労 働におけ る人間的 な差違
は社会的 な平均に よってお きか え られ ,あ るいはやがてお きかえ られ る もの と
して,捨 象 され る。 ス ミスにお いて もマル クスにおいて もその よ うにあつかわ
れ ている。 ところが,ひ とたび所得の国際的比較 とい う舞台が しつ らえ られ る
と,生 産性を規定す る社会的諸関係は後景に し りぞけ られ て,個 人的 であれ,
国民的 であ才し 労働 におけ る人間的獲 得物の差違が所 得の国際比較の説明変数
と して前 面にでて くるのであ った。それは,比 較すべ き2国 間の社 会諸関係が,
ス ミスが 「野蛮国」 と先進国 とを比較 した場 合の よ うにあ ま りに もちがいす ぎ
るか ・あ るいはマル クスが ヨーロ ッパ内部で世 界をかんが えた場 合の ようにあ
まりに も近似 しす ぎるかす るために,そ れ ら社会関係の比較 が困難であるか,
あるいは無意味にお もえたか らであろ う。 そ してr労 働価値説にたてば,所 得
の国際的格差を労働 の内容の国民的な格差に帰 着 させ ることは大変わか りやす
い説 明方法で もあ ったに ちが いない。
だが,こ の よ うな考え方が合理性を欠いていることは い くつか の例 をかんが
えれば容 易にあ きらか となる。た とえば,ス ミスは前述の よ うに 「狩猟民や漁
拷民か らなる野蛮民族」 と先進国民 とのあいだの所得格差を 「熟練,技 能,判
断 力の程度 」に帰着 させ ているが,そ れはなにに対す る熟練,技 能,判 断 力な
のであろ うか。 イギ リス人の 力織機の操作 に関す る熟練 ,技 能,判 断力を狩猟
民 が獲物 を とる際の熟練 技能,判 断 力 とどの よ うに比較 し,ど うして後者が
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お とるとい う結論をみ ちび きだせ るのであろ うか。「野蛮 人」 とイギ リス人 と
の比較 では,お お くのひ とがなお偏 見を もつ以上,前 者が熟練 技能,判 断 力
においてお とるとい う結論はむ しろ最初か らだ されてい るか もしれ ない。では,
産業革 命をへた19世紀の イギ リス 人と中世 農業社会 の イギ リス人 とを比較 し
て,前 者が機械を操作す る際 の熟練,技 能,判 断力が後者が農業経営 をお こな
う際の熟練,技 能,判 断 力に まさる と,ど の よに して結論づけ られ るのであろ
うか。勿論後者 は機械 の操作はで きないであろ うが,で は前者が農業経営を後
者 の ごとくにできるか といえば否 である。熟練,技 能,判 断 力は人間におかれ
た条件 のなかで形 成 されて くるものであ って一般的な比較は不可能 である。百
歩をゆず って,10万年 まえの人間 と現代 人 とのあいだには物事 に対す る熟練
技能,判 断 力において…般的 な格差があ るとかんがrる ことは 合理的であるか
ら,中 世の でギ リス人 と19世紀のイギ リス人 とのあいだにはそれ に比例 しただ
けの熟練,技 能,判 断 力の一般的な格 差が存在す るもの としよ う。だが,そ の
場 合には熟練,技 能,判 断力におけ るそれだけの一般 的格差を もって,ど うし
て,中 世 の イギ リス人の実質所得 と19世紀 イギ リス人の享受す る実質所得 との
巨大 な格差 のすべてを説 明 し うるとい うのであろ うか。
近年途 ヒ国の人び ととの接触の機 会をおお くもつ よ うにな って きた 日本のわ
かい人た ちのあいだでは,途 ヒ国民の所得がひ くいのはかれ らの 「働 き」がお
とるか らだ,と い う神話 は ぎえつつあ るようだが,国 際的賃金格差を研究す る
理論の世 界ではマル クスの 「労働 の国民的強度」論は依然 としていきている よ
うである。資本主義的生産 が未発達 な国では労働者 の 「働 き」がお とるか ら賃
金 もひ くい,と い うのであ る。だが,も し今 日地球上 のすべ ての地域で賃金が
労働 の強度で きまって くるのである とす るな らば,日 本の企業はなぜ低賃金を
もとめて途 上国へ進出す るのであろ うか。 日本人の労働者がつ くるおな じ製品
を途L国 の労働 者がおな じように,し か も低 賃金 で,生 産す るか らこそ 日本の
企業は途上国へ うつ ってゆ くのであ る。 勿論 なれ ない作業 であ るか ら7進 出企
業 では時間的品質的 ロスが多少はふ えるであろ うか らs賃 金率に差が生ず るこ
とはあ りうるであろ う。だが,そ の時 間的品質的 ロスの分だけ賃金率を さげ る
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だけなのであれば・先進 国の企業 が途上 国に立地す る意味はない。それを こえ
る賃金格差の存在 こそが進出企業 に メリヅ トを保証 して いるのであ る。 マ ニラ
の ガ ソリン ・スタン ドではた ら くガ ソリソ ・ボーイは東京 の ガソ リン ・ボーイ
とまった くおな じ作業をす る。 ここでは物的 にみ た生産性の格差 はゼ ロとみ て
よいがtに もかかわ らず賃金に何倍 ものひ らきが 存在す るのである。 国際的所
得格差が 「労働 の質」 に由来す る とい うのは1箇 の神話にす ぎないのであ る。
国際的な所得格差 を労働 の人間的な内容で説 明す ることは,… 見,労 働価値
説に則 して可能である ようにみえ るが,そ うではない。その よ うな方法では経
験的な事実を説明 しきれ ない し,そ もそ も労働価値説 の よってたつ,す べ ての
社会的労働に差別はな く,複 雑 にみえ る労働 も単純 同質の労働に還元 しうる,
とい う公理的命題に反 してい る。 労働価値 説に よ って今 日の所得の南北格差 を
説 明 しよ うとす るのは1箇 の背理 であ り,逆 に,労 働価値説にたつか ぎ り,今
日の南北間の所得格差の方 こそがあってはな らないのであ りr所 得は本来国際
的に同一水準であ るべ きなのである。 そ して,そ の ような背理を うむ原因が生
産性 の上昇 と所得の増加 との関係についてのあや まった考 え方にあるのであ っ
た。生産性 の上昇 とは,本 来,社 会的 な関係 と して達成 され る ものであ って,
人間的個人的な ものではない。 ス ミスやマル クスが生産諸力 とい う言葉をつか
った ところに,か れ らが本来意 図 した ところがあ らわれている。 生産諸 力 とは
財貨やサ ー ビスを うむ社会的 に綜 合 された力なのであ る。
今 日普通 にいわれて いる生産性 とは この生産諸 力を量的に測定す るためのひ
とつの尺度であ って,し たが ってそれは労働に関す る人間的 個人的達成 とは な
ん らかかわ るものではあ りえない し,空 間的な比較 の用具ではな くて時系列的
比較 のための ものである。 実際問題 と して,1年 間に コメを20トソ生産す るの
と自動車を2台 生産す るの とどちらが生産性 がたかいか,な どとい う比較 は意
味をな さない。時系列な比較 こそが意味を もつ のであ る。 また,こ れを価額に
なお して比較す る場合にそこに表現 され るのは,そ れ らの価額が積算 され る基
礎 となる財貨 とサ ー ビスの価格を とお して表明 され る社会的 な需給関係一一 社
会的有用度 にほかな らない。 だか らこそ,か りに農業部門の生産性がひ く
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く算出されるような場合には,そ の農業部門に従事する生産者は本来その社会
で獲得 しうるべ き所得水準を実現 しえず して離農を余儀な くされ るのであ っ





形成 され るあたらしい社会関係によってもた らされるものであ り(個々の発明
や発見は,それが社会的なあらたな関係の形成に成功したときにはじめて,技術革新た
りうるのである),人間の労働能力はそのあたらしい社会関係にみずか らを形態





でいるが,そ の労働の過程で必要 とされる 「熟練,技 能,判 断力の程度」はむ
しろ 「進歩」の結果 一一工場における単純労働におきかえられて一一一低下す
る,と さえ経済学の文献ではのべ られている。にもかかわらず19世紀のイギ リ
ス労働者が中世 イギ リスの職人よりもよりたかい水準の実質所得をえられるの
は,そ の実質所得水準の上昇が,生 産老諸個人の能力によるのではな くて,社
会関係の転形によってもたらされ るからなのである。だか ら,か りに中世イギ
リスの職人がなんらかの事情でいきな り19世紀イギ リス社会にたたされたとす
れば,か れは当然中世イギ リスの職人としての実質賃金をではな く,19世紀イ
ギ リス織布工としての実質賃金を獲得することになるであろう。現に,産 業の
ある部門で技術革新がおこるとrそれにもとつ くあたらしい社会関係とあたら
しい実質所得水準が急速に,あ るいは徐hに ではあるが確実に,全 産業部門を
おおってゆき,か りにふるい形態の社会関係が1部 に残存する場合でも・あた
らしい水準の実質所得はなんらかのかたちを とってその部分の生産者たちにも
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保障 され て ぎたfと い うことは19世紀以後の先進諸国の歴 史が しめ してい ると
お りであ る。
さきに,労 働価値説に したが えば南北間の所 得格差は存在 し うるはずのない
ものである,と のべたが,途 上国民の所得水準がひ くいのはかれ らの労働能 力
がひ くいか らだ,と い うおお くのひ とが漠然 といだいている考え方にはなん ら
の現実的な根拠 もないのであ る。 おそ らくおお くのひ とは無意識的 に発展段階
説的な世 界史観 を もち,今 日の途上 国を未発展段階にある もの とかんがえてい
よう。 だか らこそひ とは,南 北間 の所 得格差 の解 消をかんがえる場 合に,た だ
ちに16世紀以後のイギ リスの歴史を念頭において,科 学技術,教 育,そ して工
業化等hの 諸手段 をまっさきに 口にす るのである。 だが,か りに この考 え方が
ただ しい として,今 日の途上 国が発展段階上の未 発展段階の どこか,た とえば
中世 イギ リス とかあ るいはそれ よ りも以前の どこか,に 位置す ることをみ とめ
た として も,そ うい う社会で生産に従事す る人び とが今 日の20世紀的社会関係
のなか に存在する以上 は,こ の社会関係が達成 している所得水準を当然享受せ
ねばな らない ことは,さ きに19世紀 イギ リスの織 布1こと中世 イギ リスの機織職
人の例で しめ した とお り,あ きらかであ る。
ここで当然問題 となるのは,中 世 イギ リス機織職 人と,か りに中世 イギ リス
とおな じ段階 にあ ると措定 され る,現 代のある途 上国の織布 工 とを同 一視 して
よいか・ とい う点であろ う。実質所 得の上昇が支出労働量等の増 加には関係 な
く社会関係の発展 に よって きま って くるとすれば,そ の途上国 人は イギ リス人
と同m水 準の実質所 得を享受 しうることになるが,そ の現代 の機械制 大r.的
社 会関係を創 出 したのは ま さに イギ リス人であ って,そ の途 ヒ国 人ではない。
中世 イギ リスの機織職人たち とその子孫たちは,そ の後 あた ら しい実質所得 水
準を実現 しうるよ うな社会関係を きず きあげ ることに成功 して今 日にいた った
のであるか ら,そ の成果 と しての高実質所得を享受す るのは当然であ る。 これ
に反 して今 日の途上 国 人は今 日に いた るもそれ に成 功 していないのであ るか
らr低 実質所得 にあまん じるの もやむ をえない。お よそ こ うした議論 が さまざ
まなかた ちを とって今 日までおお くのひ とに よってかた られ ,そ して是認 され
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て ぎた。そ して これが,ま たf19世紀 以後の機械制大 工業社会の うみだ した成
果た る高実質所 得の イギ リス等工業諸国民 に よる 「囲い込み」 と非 工業諸国民
のそれか らの疎外,ひ とくちにいえば19世紀以後に発 生成長 して きた国民国家
主義,を 正当化 して きたのであ った。 本節の冒頭にのべた途 、ヒ国の工業化追 求
政策 の必要性 もこの国民国家 主義の存在す るか ぎ りは容認 され ざるをえない。
だがr今 日の機械制 大1業 社会を きず きあげて きたのは イギ リス人のみであ
って,は た して今 日途L国 とよば才1る国の 人び とは これに関与 しては こなか っ
たのであろ うか。資本主義は世 界市場を前提 と しては じめて成立す る,と いわ
れ るが,イ ギ リス人がイギ リスとい う1国 の範囲 内であの産業革命を達成 しえ
た とかんがえ るひ とは まずあ るまい し,そ れはあ きらかに事実に反 している。
そ して16世紀以後のイギ リス人の海 外活動 をぬ きに しては イギ リスの産業革命
があ りえない とすれば,そ の イギ リス人の活動の対象 とな った地域 の 人び との
活動 をぬ きに しては イギ リス産業革命をかた ることはで ぎないはずである。 こ
れは機械制大工業の もつ本性に由来す るものであ って,巨 額の資 金を もって製
作 され る機械 に よって未 曽有の大 量生産 をお こな う機械制大 丁業は最初か ら広
大 な地域 にひ ろが る原料市場 と消費市場 の存在を 前提 と しては じめて成 立す
る。その広大な地域 に,機 械制大r業 はみず か らに適 合的なあたら しい社会関
係をつ くりだ し,お しひろげ ることに よって,は じめてあた ら しい高水準の実
質所 得を実現す る。かつてマル クスが 「ブル ジ ョワは世 界をおのれの顔 に似せ
てつ くる」 とのべた ように,19世紀以後の地球 上の1片 の地域た りともこの機
械制大工業 に よる社会的再編成を まぬがれた ところはない。 したが ってその社
会的再編 に よって こそ実現 され る高実 質所得水準は,当 然,そ の社会的再編 の
進 行す る広大 な全地域,す なわち世界全 体,に 帰属すべ きものであって,た ま
た ま機械制大工業 の本体 の存在す るイギ リス とい う一地域,お よびその住民,
に よ・,て「囲い込」 まるべ きものではあ りえない。 この機械制大r.業の もつ非
属地的性格は イギ リス とい う1国 内部 でぱ当初か ら自然成長的に実現 され,マ
ンチ ェス ターとバ ー ミンガムに 立地 した機械制大 工業は イギ リスお よびイギ リ
ス人の居住す る海外 コロニー全体の実質所得 の 一ヒ昇を もた ら した。 また後進 一1二
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業国家においては,た とえば 日本 と ドイツの国内統…のように,機械制大工業
に適合的な社会関係が政策的に創出されることによって,あたらしい水準の実
質所得の国民的な実現へむかっての道がひらかれた。だから工業県神奈川 と農
業県高知 とのあいだには生産性の格差はあって も所得(賃金)格 差はないので
ある。だが,こ のあたらしい水準の実質所得の実現は,国境 とい う堰がある場
合には,そ れによってせ きとめられ,工 業化が うみだ した本来世界的な性格を
もつ果実が工業本体の存在する国民国家の垣根のなかに 「囲い込」まれるのみ
で・ついにそ こから流出することな く今 日にいたっているのである。
かかる現象がなぜ生 じたのかについてはここでは論 じない[14]。 いわゆる
従属学派は国際的所得格差を途上国か ら先進国への 「価値」の移転 …一 流れ
一一一によって説明 しようとしているが,問 題は,本 来先進国から途上国へ波
及するべ きはずの実質所得上昇の 「流れ」が国民国家のもつ垣根によってせ き
とめられている,と い うところにある。そ して,そ の 「せ きとめられている流
れ滑を説明するために実体のない 「価値」概念を もちいる必要はない。端的に
いって遮断 されている 「流れ」の実体をなすのは資金 と逆方向にながれる労働
力とである。 この資金と労働力の自由な流れが阻害 されているがゆえに,各 国
民国家に個別の通貨と個別の価格体系 とが形成 され,そ れらを媒介するための
不自然に して不合理な通貨換算率が成立 し,耐 久消費財 と公共サービス財の価
格の途上国価格体系への内在化が阻止 されることになるのである。
本稿での結論は,し たがって,南 北間所得格差を解消するためには経済的国
境を廃止 しなければならない,と い うことになる。 この結論はなんらかの規範
的命題ではな くて,機 械制大工業 とい う,世界的な場では じめて成立する,ひ
とつの生産形態が うみだす必然的な帰結である。だが,勿 論,こ の必然性の実
現は,さ まざまな政治的文化的阻害要因によって,緩 慢にしか進行 しない。南
北間の所得格差の解消…一一南北問題の解決 一 一 はその分だけ遅延する。では,
その政治的文化的阻害要因を除去するための政治的文化的活動以外に南北間所
得格差解消の促進策はないのか,と いえば,そ うではない。かつて,後 進資本
主義諸国において機械制大工業的社会関係を目的意識的に国民的規模にまで普
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遍化す るための さまざまな 大胆な政策 が とられ た ように,今 日各国に よって分
断 され ている機械制大-「業的社 会関係を 目的意識的に世 界化す る政策 が探究 さ
れ な くてはな らない。 のみな らず,世 界政策,な い しは地球政策 げ ・一バ・L
ポ リシー),とで もよぶべ きこの政策 は,以Lの 行論か ら当然あ きらかな よ うに,
資金 と労働 力の国際移動の促進を意図す るものにほか な らないが,こ れは現に
無意識的部 分的に さまざ まなかた ちをとって実施 に うつ されている。途L国 援
助,経 済統 合,さ まざまな貿 易協定,が それである。 これ らの政策を世界的な
所得格差の解消へむけての 目的意識的な理論 と政 策の体系に整理統 合 しつつ,
その一層 の展開をはか ることが今 日われ われ に課せ られているおお きな課題 で
ある とい らことがで きる。
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